
平成１７年度福島県運営適正化委員会事業報告 
 
１． 委員会及び部会の開催 
（１）運営適正化委員会 

第１回 （５月１２日 福島市） ①１６年度事業報告 
                                ②１７年度事業計画 
第２回 （９月１６日 福島市） ①業務実施状況報告 
                ②福祉サービス利用援助事業（地域福祉権利擁護 
                 事業）に関する提言について 
                ③研修会の開催について 
                ④運営監視部会のもち方について 

 
（２）運営適正化委員会苦情解決部会 

第１回 （ ５月１２日 福島市）   第２回 （ ９月１６日 福島市） 
第３回 （１０月３１日 郡山市）   第４回 （１１月 ４日 郡山市） 
第５回 （１１月２１日 郡山市）   第６回 （１２月１６日 福島市） 
苦情受付内容の報告、協議 

 
（３）運営適正化委員会運営監視部会 

第１回 （１月２０日 福島市） ①県地域生活支援センターからの取組み状況報告 
                 （基幹的社会福祉協議会からは書面にて報告） 
                             ②現地調査について 
第２回 （３月１４日 福島市） ①現地調査実施報告 
                ②福祉サービス利用援助事業（地域福祉権利擁護 
                 事業）に関する提言について 

 
２．苦情の受付 
（１）＜平成１７年度苦情受付状況＞ 
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（２）＜平成１７年度苦情解決状況＞ ※(  )内は累計。 
         苦情解決結果
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合 計 28 12 3 9（16） 0 2(2) 1 1 
サービス内容（職員の接遇） 7 5  2（2）     
サービス内容（サービスの質や量） 5 1 1 3（6）     
利用料 3 2     1  
説明・情報提供 6 2 1 1（1）  1  1 
被害・損害 3  1 1（3）  1(2)   
権利侵害 1   1（2）     
その他 3 2  1（2）     



３．広報・啓発活動 
  ①県社協月刊広報誌「はあとふる・ふくしま」への広告と取扱事例の掲載（毎月） 
  ②広報資料「福祉サービス利用者向けのカード型パンフレット」の作成と配布 

（７月）14,000部 

主な配布先（関係機関・団体等） 配布数 

福島県知的障害施設親の会連絡協議会 3600 

福島県自立生活センター協議会（略称ＦＩＬ） 650 

福島県精神障害者家族会連合会つばさ会 1600 

(社)呆け老人をかかえる家族の会福島県支部 300 

福 島 県 手 を つ な ぐ 親 の 会 連 合 会 2565 

福 島 県 国 民 健 康 保 険 団 体 連 合 会 50 

福 島 県 保 健 福 祉 部 10 

合 計 8775 

  ③広報誌掲載用雛形を作成し、市町村及び市町村社協広報誌への掲載を依頼（8月） 
 
４．事業所への巡回訪問の実施 

目 的  社会福祉事業所へ訪問し、事業所段階において苦情解決が適切に行われる 

よう苦情解決体制の整備促進を行う。 

方 法  『訪問相談事業実施要領』を作成し、“平成16年度福祉サービス苦情解決事業 

実施状況に関するアンケート”において第三者委員の設置率が低い｢訪問介護 

事業所｣(47.3％)を対象に申込みを受け付け、申込みがあった事業所を訪問し 

第三者委員の設置等について働きかけや相談を行った。 

  訪問先  ３２事業所（いわき市 １０ヶ所 郡山市 ７ヶ所  福島市 ６ヶ所  

喜多方市 ２ヶ所 鮫川村 １ヶ所 田村市 １ヶ所 磐梯町 １ヶ所  

双葉町 １ヶ所 浪江町 １ヶ所 桑折町 １ヶ所 塙町 １ヶ所） 

  期 間  平成１７年７月５日～８月１２日 
 

５．研修会の開催 

  対 象 者  苦情解決責任者、苦情受付担当者、第三者委員 

  開催期日  第１回目 １０月３１日（参加者180名･･･児童･障がい児者関係事業所） 

        第２回目 １１月 ４ 日（参加者214名･･･高齢者入所関係事業所） 

        第３回目  １１月２１日（参加者180名･･･高齢者在宅関係事業所） 

  研修内容 講義１「運営適正化委員会における苦情解決の概要」 

           講師 福島県運営適正化委員会委員長 黒須 敦子 

       講義２「苦情を受け付ける際の留意点について」 

講師 福島県運営適正化委員会 苦情解決部会委員 

財団法人 太田綜合病院付属太田熱海病院 

医療ソーシャルワーカー 大川原 順子 

       講義３「福祉サービスに関する訴訟について」 

講師 福島県運営適正化委員会 苦情解決部会委員 

あかつき法律事務所 弁護士 横村 利勝 

       講義４ 「地域福祉権利擁護事業について」(３回目のみ) 

                  講師 社会福祉法人 福島県社会福祉協議会 
地域生活支援センター副所長 村島 克典 

       演習１ ＜事例の提示＞   ・苦情を受け付ける際の留意点 

       演習２ ＜具体的展開の提示＞・事業所内で解決する場合 

                     ・第三者委員が関わって解決する場合 

                     ・運営適正化委員会が関わって解決する場合 

       演習３ ＜サービス改善に向けての取り組み＞ 

                   ・今後のサービスにどういかしていくのか 



６．調査活動 

  「福祉サービス苦情解決事業実施状況に関するアンケート」の実施 

  ①回答の状況      平成１７年度調査     （平成１６年度調査） 

   調 査 時 点      平成１８年１月３１日   （平成１７年１月３１日） 

   対象事業所数      １，９３０事業所     （１，６４８事業所） 

   回答事業所数      １，４３２事業所     （１，２６７事業所） 

   回 答 率      ７４．２％        （７６．９％） 

  ②結果の主な状況 

   苦情解決責任者の設置  設置済 ９４．６％     （９４．０％） 

   苦情受付担当者の設置  設置済 ９５．７％     （９４．９％） 

   第 三 者 委 員 の 委 嘱  委嘱済 ７６．０％     （７６．０％） 

 

７．関係会議への出席 

①都道府県運営適正化委員会委員長・事務局長会議（7月1日 東京都） 

  ②北海道・東北ブロック運営適正化委員会事務局連絡会議（9月 15～16 日 山形県） 

  ③国保連介護保険苦情対応窓口との事務局連絡会議（10 月 28 日 福島市） 

  ④都道府県運営適正化委員会相談員研修会（12 月 1～2 日 東京都） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


